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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド 

（確定拠出年金向け） 
 

追加型投信／国内／株式 
 

交付運用報告書 
第12期(決算日 2015年4月20日) 

作成対象期間(2014年4月19日～2015年4月20日) 

 

 

第12期(決算日 2015年4月20日) 
基 準 価 額 16,815円 
純 資 産 総 額 5,135百万円 
騰  落  率 34.1％ 
分  配  金 0円 

 
(注)騰落率は分配金(税引前)を分配時に再投資したものとみな

して計算したものです。 
 
 
 
 
 
◆当ファンドでは、投資信託約款において運用報告書
(全体版)を電磁的方法によりご提供する旨を定めてお
ります。右記＜お問い合わせ先＞のホームページの
トップページ左側にある『ファンド一覧』を選択して
いただきますと、「ラッセルのファンド一覧」ページ
において運用報告書(全体版)を閲覧およびダウンロー
ドすることができます。 

◆運用報告書(全体版)は、受益者のご請求により交付さ
れます。交付をご請求される方は、販売会社までお問
い合わせください。 

 
法令改正に伴い、2014年12月1日以降、新たに作成期日
を迎えるファンドより、運用報告書は『交付運用報告
書』と『運用報告書(全体版)』の２種類になりまし
た。本書は、運用報告書に記載すべき事項のうち重要
なものを記載した『交付運用報告書』です。 

 

受益者のみなさまへ 

 平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げ
ます。 
 さて、｢ラッセル 日本株式マルチ・マネー
ジャー・ファンド(確定拠出年金向け)｣は、2015年
4月20日に第12期決算を行いました。 
 当ファンドは、主としてわが国の株式に実質
的に投資して、信託財産の長期的な成長を目指
します。運用にあたっては、運用スタイルの異
なる複数の運用会社を組み合わせた｢マルチ・マ
ネージャー運用｣を行います。当期におきまして
も、運用方針に沿った運用を行いました。ここ
に、その運用状況をご報告申し上げます。 
 今後とも一層のお引き立てを賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。 

 

 

ラッセル・インベストメント株式会社 
〒107-0052 東京都港区赤坂7－3－37 プラース・カナダ 

◆お問い合わせ先：クライアント・サービス本部 
<電話番号> 0120-055-887(フリーダイヤル) 

[受付時間：営業日の午前9時～午後5時] 
<ホームページ> http://www.russell.com/jpin/ 
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

◆◆◆運用経過◆◆◆ 

◆基準価額の推移◆ 
 
(注1)分配金再投資基準価額は、

分配金(税引前)を分配時
に再投資したもので、当
ファンド運用の実質的な
パフォーマンスを示すも
のです。 

(注2)分配金を再投資するかど
うかについてはお客様が
ご利用のコースにより異
なり、また、当ファンド
の購入価額により課税条
件も異なるので、お客様
の損益の状況を示すもの
ではありません。 

(注3)当期は、期末に収益の分
配を行わなかったため、
基準価額と分配金再投資
基準価額の推移グラフは
同じとなります。 

(注4)ベンチマークはＴＯＰＩＸ
(配当込み)です。詳しく
は10頁をご参照ください。
ベンチマークは期首(2014
年4月18日)の値が当ファ
ンドの基準価額と同一に
なるように指数化してい
ます。 

 

第12期首(2014年4月18日)：12,542円 
第12期末(2015年4月20日)：16,815円(当期分配金：0円) 
騰落率：34.1％(分配金再投資ベース) 

 

◆基準価額の主な変動要因◆ 
 

上昇要因 
円安進行や日本銀行による想定外の追加金融緩和決定、消費税再増税の先送り、米国の早
期利上げ観測の後退、国内景気の回復や企業業績の改善期待、大手企業の賃上げ方針等か
ら国内株式市場が上昇したことが、基準価額の上昇要因になりました。 

下落要因 

ウクライナや中東の地政学リスクへの懸念、欧州景気後退への懸念、中国の景気鈍化によ
る資源価格の下落、米国内でのエボラ出血熱の感染拡大懸念、実質ＧＤＰ(国内総生産)改
定値の予想外の下方修正、ギリシャの政情不安、原油安、ロシアルーブルの急落等から国
内株式市場が下落したことが、基準価額の下落要因となりました。 
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

◆1万口当たりの費用の明細◆ 
 

第12期 

(2014年4月19日 

～2015年4月20日)
項   目 

金 額 比 率 

項 目 の 概 要 

(a)信託報酬 240円 1.683％ (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

(投信会社) (147)  (1.030) 当ファンドの運用等の対価 

(販売会社) ( 78)  (0.545) 
交付運用報告書等各種書類の送付、口座内での当ファンドに係る管理

事務、購入後の情報提供等の対価 

(受託会社) ( 15)  (0.109) 当ファンドの資産管理等の対価 

(b)売買委託手数料 22  0.155 (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数

(株式) ( 21)  (0.149) 

(投資証券) (  0)  (0.001) 

売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数

料 

(先物・オプション) (  1)  (0.005)  

合   計 262  1.838  

期中の平均基準価額は14,240円です。  

(注1)期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出

した結果です。なお、(b)売買委託手数料は、当ファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに

対応するものを含みます。 

(注2)｢金額｣欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

(注3)｢比率｣欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第3位未満は四

捨五入してあります。 
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

◆最近5年間の基準価額等の推移◆ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注1)分配金再投資基準価額は、分配金(税引前)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、当ファンド運用の実質的
なパフォーマンスを示すものです。なお、最近5年間で収益の分配を行わなかったため、基準価額と分配金再投資基準価額の
推移グラフは同じとなります。 

(注2)分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、当ファンドの購入価額により課税条
件も異なるので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

(注3)ベンチマークはＴＯＰＩＸ(配当込み)です。詳しくは10頁をご参照ください。ベンチマークは2010年4月19日の値が当ファン
ドの基準価額と同一になるように指数化しています。 

 

≪最近5年間の年間騰落率≫ 
 

 2010年4月19日 
(期初) 

2011年4月18日
(第8期決算日)

2012年4月18日
(第9期決算日)

2013年4月18日
(第10期決算日)

2014年4月18日 
(第11期決算日) 

2015年4月20日
(第12期決算日)

基準価額(円) 9,832 8,556 8,439 11,638 12,542 16,815

期間分配金合計(税引前)(円) － 0 0 0 0 0

分配金再投資基準価額 
年間騰落率(％) － △13.0 △1.4 37.9 7.8 34.1

ベンチマーク 
年間騰落率(％) － △12.0 0.3 40.1 6.6 37.4

純資産総額(百万円) 1,969 2,077 2,414 3,667 4,082 5,135
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

◆投資環境について◆［第12期(2014年4月19日～2015年4月20日)］ 
2014年4月下旬から9月にかけては、ウクライナや中東の地政学リスクへの懸念から下落する局面もあり
ましたが、円安進行、日本銀行の追加金融緩和期待等を受けて、上昇基調となりました。 
10月前半は、ユーロ圏やドイツの経済指標が低迷し欧州景気後退が懸念されたほか、中国の景気鈍化に
よる資源価格の下落や米国内でのエボラ出血熱の感染拡大懸念等を背景に、世界景気の先行き不透明感
が強まり、下落しました。 
10月後半から11月にかけては、日本銀行による想定外の追加金融緩和決定や消費税再増税の先送りが、
景気回復を下支えするとの思惑から上昇しました。 
12月初旬から2015年1月中旬にかけては、実質ＧＤＰ改定値が市場予想に反し下方修正されたことや中国
株安、ギリシャの政情不安、原油安、ロシアルーブルの急落等から、下落基調となりました。 
1月中旬以降は、米国の早期利上げ観測の後退、円安進行、国内景気の回復や企業業績の改善期待、大手
企業の賃上げ方針等を背景に上昇基調となりました。 

 

◆ポートフォリオについて◆ 
｢ラッセル 日本株式マザーファンド｣(以下｢マザーファンド｣といいます。)の受益証券に投資しました。 
マザーファンドでは、主としてわが国の株式に投資しています。また、運用にあたっては運用スタイル
の異なる複数の運用会社を組み合わせた｢マルチ・マネージャー運用｣を行います。 

当期は、以下のように運用会社や目標配分割合の変更を行いました。 
 

2014年10月15日 運用会社の目標配分割合を変更しました。 

2015年 1月19日 
マーケット・オリエンテッド型としてスパークス・アセット・マネジメント
株式会社を新たに投資助言会社として採用するとともに、運用会社の目標配
分割合を変更しました。 

2015年 3月18日 
マーケット・オリエンテッド型を担当していましたインベスコ・アセット・
マネジメント株式会社の採用を取り止めるとともに、運用会社の目標配分割
合を変更しました。 

当期末における運用会社の構成は以下の通りです。 
 

運用スタイル 運用会社(外部委託先運用会社／投資助言会社)(注1) 目標配分割合
新光投信株式会社(日本) 20％ 

グロース(成長)型 
カムイ・キャピタル株式会社(日本)《投資助言》(注2)  7％ 
ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(日本) 16％ 

バリュー(割安)型 
ラッセル・インプリメンテーション・サービシーズ・インク(米国) 10％ 
ニューメリック・インベスターズ・エル・エル・シー(米国) 35％ マーケット・ 

オリエンテッド型 スパークス・アセット・マネジメント株式会社(日本)《投資助言》(注2) 12％ 
(注1)｢運用会社｣について、運用の指図にかかる権限を委託する運用会社を｢外部委託先運用会社｣、外部委託先運用会社が投資助

言を受ける会社を｢投資助言会社｣ということがあります。 
(注2)各投資助言会社の投資助言に基づき、ラッセル・インプリメンテーション・サービシーズ・インクが運用の指図を行います。 
(注3)｢目標配分割合｣とは、マルチ・マネージャー運用において運用会社を組み合わせる際に目安とする配分割合をいいます。 
(注4)マザーファンド全体の運用効率を高めること、各外部委託先運用会社の入替え等に際しての資産の移転管理および一時的な

運用、委託会社が必要と判断した場合におけるマザーファンドの一部についての運用（投資助言会社からの投資助言等に基
づく運用を含みます。）等を行うため、ラッセル・インプリメンテーション・サービシーズ・インクを採用しています。 
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

◆ベンチマークとの差異について◆ 
当ファンドの基準価額は、当期中34.1％上昇し
ましたが、ベンチマークであるＴＯＰＩＸ(配当
込み)の上昇率37.4％を3.3％ポイント下回りま
した。 
 
当ファンドの主要投資対象であるマザーファン
ドにおけるベンチマークに対する主なプラス要
因・マイナス要因は以下のとおりです。 
 
●業種配分効果 
卸売セクターや石油・石炭製品セクターの
オーバーウェイト、医薬品セクターのアン
ダーウェイトが主にマイナス要因となりまし
た。 

●銘柄選択効果 
電気機器や医薬品、化学セクターでの銘柄選
択が主にマイナス要因となりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
なお、マザーファンドの2015年3月末時点における過去3年間の実績トラッキング・エラー(超過収益の
ぶれ、年率)は約1.9％です。 

 

◆分配金について◆ 
第12期は収益の分配を行いませんでした。なお、収益分配金に充てなかった利益につきましては、信託
財産内に留保し、その全額を当ファンドの運用方針に基づき引き続き運用させていただきます。 

■分配原資の内訳 
 (1万口当たり、税引前) 
 

第12期 
項   目 2014年4月19日 

～2015年4月20日 

当期分配金 0円 
(対基準価額比率) 0.0％ 

 当期の収益 － 

 当期の収益以外 － 

翌期繰越分配対象額 10,775円 

 

 

 
 
 
 
 
(注1)円未満は切捨てており、当期の収益および当期の収益以

外の合計額が当期分配金と一致しない場合があります。
(注2)当期分配金の対基準価額比率は当期分配金(税引前)の期

末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、当ファン
ドの収益率とは異なります。 

 
(注1)基準価額の騰落率は分配金込みで計算しています。 
(注2)ベンチマークはＴＯＰＩＸ(配当込み)です。詳しくは10

頁をご参照ください。 
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

◆◆◆今後の運用方針◆◆◆ 

■当ファンド 
引き続き、主としてマザーファンドの受益証券に投資します。 

■マザーファンド 
引き続き、主としてわが国の株式に投資します。また、運用にあたっては運用スタイルの異なる複数の運
用会社を組み合わせた｢マルチ・マネージャー運用｣を行います。 
｢マルチ・マネージャー運用｣では、継続的で広範な運用会社調査をもとに優れていると判断される運用会
社を厳選し、その中から異なる運用スタイルを持つ運用会社を最適と判断される目標配分割合で組み合わ
せます。なお、相場見通しに基づいて目標配分割合を変更することはありません。今後も、運用会社を継
続的にモニタリングし、必要に応じて運用会社や目標配分割合の変更を行う方針です。 
 

◆◆◆お知らせ◆◆◆ 

委託会社が受益者に対してする公告を、原則として電子公告の方法により行い、委託会社のホームページ
(http://www.russell.com/jpin/)に掲載するようにするため、所要の約款変更を行いました。(2014年5月30日) 
金融商品取引法等の一部改正に伴い、所要の約款変更を行いました。(2014年12月1日) 
一般社団法人投資信託協会規則等で定める信用リスクの集中回避のための投資制限を追加するため、所要
の約款変更を行いました。(2015年3月31日) 
 

◆◆◆当ファンドの概要◆◆◆ 

商品分類 追加型投信／国内／株式 
信託期間 無期限 
運用方針 主にわが国の株式に実質的に投資し、信託財産の長期的な成長を図ります。 

当ファンド わが国を含む世界各国の株式を主要運用対象とします。 
主要投資対象 

マザーファンド わが国の株式を主要投資対象とします。 

運用方法 
マザーファンドでは、運用スタイルの異なる複数の運用会社を組み合わせた｢マル
チ・マネージャー運用｣を行います。 

当ファンド 

株式への実質投資割合には制限を設けません。 
マザーファンド以外の投資信託証券への実質投資割合は、信託財産の純
資産総額の5％以内とします。 
外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の50％以内とし
ます。 

投資制限 

マザーファンド 
株式への投資割合には制限を設けません。 
投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の5％以内とします。
外貨建資産への投資割合は、信託財産の純資産総額の50％以内とします。

分配方針 

毎決算時に、経費控除後の繰越分を含めた利子・配当等収入と売買益(評価益を含み
ます。)等から、基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、基準価
額水準、市況動向等によっては分配を行わないことがあります。留保益の運用につい
ては、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

※当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。ファミリーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベ
ビーファンド(当ファンド)とし、その資金を主としてマザーファンドの受益証券に投資して、実質的な運用をマザーファン
ドで行う仕組みです 
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

≪参考情報≫ 

◆代表的な資産クラスとの騰落率の比較◆ 
(2010年4月末～2015年3月末) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊上記のグラフは、当ファンドおよび代表的な資産クラスの2010年4月から2015年3月までの各月末における直近1年
間の騰落率を元に、その平均値・最大値・最小値を表示したものです。 

＊各資産クラスの年間騰落率の計算に際しては、以下の指数を使用しています。 
日本株 ･･･････ ＴＯＰＩＸ(配当込み) 
先進国株 ･････ ラッセル先進国(除く日本)株インデックス(配当込み、円ベース) 
新興国株 ･････ ラッセル新興国株インデックス(配当込み、円ベース) 
日本国債 ･････ ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩ 国債 
先進国債 ･････ シティ世界国債インデックス(除く日本、円ベース) 
新興国債 ･････ シティ新興国市場国債インデックス(円ベース) 

(注1)すべての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。 
(注2)当ファンドは分配金再投資基準価額の年間騰落率です。 
(注3)年間騰落率は2015年3月末から60ヵ月遡った計算結果であり、当ファンドの決算日に対応した数値とは異なります。 
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

◆◆◆ファンドデータ◆◆◆ 

◆当ファンドの組入資産の内容◆ 
■組入ファンド等 

 (組入銘柄数：1銘柄) 
 

第12期末 
 

2015年4月20日 

ラッセル 日本株式マザーファンド 100.8％ 

その他 △0.8％ 

(注)組入比率は当期末(2015年4月20日)における当ファンドの純資産総額に対する割合です。なお、その他には未収・未払項目

が含まれるため、マイナスとなる場合があります。 

 

■資産別配分 ■国・地域別配分 ■通貨別配分 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)比率は当期末(2015年4月20日)における当ファンドの純資産総額に対する割合です。 

◆純資産等◆ 
 

第12期末 
項   目 

2015年4月20日 

純資産総額 5,135,286,124円

受益権総口数 3,053,925,472口

1万口当たり基準価額 16,815円

(注)当期中における追加設定元本額は767,309,757円、同解約元本額は968,192,432円です。 
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

◆組入上位ファンドの概要＜ラッセル 日本株式マザーファンド＞◆ 
■基準価額の推移 ■1万口当たりの費用の明細 

(2014年4月19日～2015年4月20日) 
 

項   目 当 期 
売買委託手数料 24円 
(株式) (23)  
(投資証券) ( 0)  
(先物･オプション) ( 1)  

合   計 24  

(注)1万口当たりの費用の明細はマザーファン
ドの直近の決算のものです。費用項目につ
いては2頁の｢項目の概要｣をご参照ください。 

 
 
 
 

 

 
 

■資産別配分 ■国・地域別配分 ■通貨別配分 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)比率は2015年4月20日現在におけるマザーファンドの純資産総額に対する割合です。表示単位未満を四捨五入しているため、
合計が100％にならない場合があります。 

■組入上位10銘柄 
 (組入銘柄数：306銘柄) 
 

 銘柄名 種別 業種 比率 
1 トヨタ自動車 株式 輸送用機器 3.9％
2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 株式 銀行業 3.3％
3 三菱商事 株式 卸売業 2.3％
4 三井住友フィナンシャルグループ 株式 銀行業 2.1％
5 日本電信電話 株式 情報・通信業 2.0％
6 日本電産 株式 電気機器 1.6％
7 ＫＤＤＩ 株式 情報・通信業 1.5％
8 オリックス 株式 その他金融業 1.5％
9 キーエンス 株式 電気機器 1.5％

10 野村ホールディングス 株式 証券、商品先物取引業 1.4％

(注1)比率は2015年4月20日現在にお
けるマザーファンドの純資産総
額に対する割合です。 

(注2)全銘柄に関する詳細な情報等に
ついては、運用報告書(全体版)
でご覧いただけます。 

(注)ベンチマークはＴＯＰＩＸ(配当込み)です。詳しくは10頁をご参照くだ
さい。ベンチマークは2014年4月18日の値がマザーファンドの基準価額
と同一になるように指数化しています。 
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ラッセル 日本株式マルチ・マネージャー・ファンド（確定拠出年金向け）

 
ベンチマークおよび｢代表的な資産クラスとの騰落率の比較｣に用いた指数について 

◆ＴＯＰＩＸ(配当込み) 

ＴＯＰＩＸ(配当込み)は東京証券取引所第一部に上場されているすべての銘柄の時価総額を指数化したものに、現金配当による

権利落ちの修正を加えたものです。ＴＯＰＩＸは、株式会社東京証券取引所の知的財産であり、株価指数の算出、公表、利用な

どＴＯＰＩＸに関するすべての権利およびＴＯＰＩＸの商標に関するすべての権利は株式会社東京証券取引所が所有していま

す。また、これらの情報は信頼のおける情報源から得たものではありますが、株式会社東京証券取引所はその確実性および完結

性に責任を負うものではありません。 

◆ラッセル先進国(除く日本)株インデックス(配当込み、円ベース) 

ラッセル先進国(除く日本)株インデックスは、ラッセル・インベストメントが開発した株価指数で、日本を除く世界の先進国で

構成されています。ラッセル先進国(除く日本)株インデックスに関連する登録商標、トレードマーク、サービスマークおよび著

作権等の知的財産権、指数値の算出、利用その他一切の権利は、ラッセル・インベストメントに帰属します。 

◆ラッセル新興国株インデックス(配当込み、円ベース) 

ラッセル新興国株インデックスは、ラッセル・インベストメントが開発した株価指数で、世界の新興国で構成されています。

ラッセル新興国株インデックスに関連する登録商標、トレードマーク、サービスマークおよび著作権等の知的財産権、指数値の

算出、利用その他一切の権利は、ラッセル・インベストメントに帰属します。 

◆ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩ 国債 

ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩ 国債は、野村證券株式会社が公表する、国内で発行された公募利付国債の市場全体の動向を表す投資収益

指数です。ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩは、野村證券株式会社が作成している指数で、当該指数に関する一切の知的財産権とその他一切

の権利は野村證券株式会社に帰属しています。また、野村證券株式会社は、当該インデックスの正確性、完全性、信頼性、有用

性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負うものではありません。 

◆シティ世界国債インデックス(除く日本、円ベース) 

シティ世界国債インデックス(除く日本、円ベース)は、Citigroup Index LLCにより開発、算出および公表されている、日本を除

く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。 

◆シティ新興国市場国債インデックス(円ベース) 

シティ新興国市場国債インデックス（円ベース）は、Citigroup Index LLCにより開発、算出および公表されている、主要新興国

の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。 
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